
契約変更年月日

契約業者の住所

業 務 の 名 称

業 務 区 分

工 期 （ 自）

工 期 （ 至）

変更前の契約金額 円（税込み）

変 更 金 額 円（税込み）

変更後の契約金額 円（税込み）

業 務 概 要

（変更した内容）

業　務　場　所

（ 変更1回、最終 ）　契　約　変　更　の　内　容

令和7年2月19日

契 約 業 者 名
公益社団法人日本港湾協会

　

令和6年8月6日

令和7年2月28日

変 更 理 由

別添変更理由書のとおり

東京都港区赤坂三丁目３番５号

中国管内の港湾における災害対応方策検討業務

中国地方整備局指定の場所

建設コンサルタント等

13,090,000

825,000

13,915,000



別 紙 

変 更 理 由 書 

 
1. 業   務  名   中国管内の港湾における災害対応方策検討業務 

 
2. 工    期   令和 6 年 8 月 6 日 ～ 令和 7 年 2 月 28 日 

 
3. 請 負 金 額    当   初 13,090,000 円 

 
4. 変 更 理 由 

本業務は、中国広域港湾機能継続計画（以下、「広域港湾 BCP」という。）をより実践的なもの

とするため、能登半島地震を踏まえた広域港湾 BCP の課題及び広域連携訓練（ウォークスルー方

式）の実施により明らかになった課題を整理し、航路啓開の手引き及び広域港湾 BCP の改定案の

検討を行うとともに、次年度訓練計画の作成を行うものである。今般、以下の理由により、設計

図書を変更する必要が生じた。 
 

1)協議・報告：中間報告の追加 
当初、中間報告を 1 回実施する予定としていたが、事前説明会・訓練・協議会の前に中間報告

を実施することが有効であることが確認されたため、中間報告の実施回数を変更する。 
     

 2)広域連携訓練の実施・運営補助：訓練事務局の設置の追加 
当初、訓練は、訓練事務局の設置を想定していなかったが、訓練の進行を円滑に実施するため、

当局港湾空港部の会議室に訓練事務局を設置することが有効であることが確認されたため、追加

する。 
 


